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全 国 健 康 関 係 主

一 日 程

管

表

平成 25年 3月 13日 (水)10:00～ 16:40
厚生労働省 講堂 (低層棟 2階 )

1.健康局長挨拶 10

102.がん対策・健康増進課
(1)がん対策について
生活習慣病対策について
地域保健対策・保健活動について

(2
(3

3.指導調査室 11

4.

1)公衆衛生関係行政事務指導監査について
2)保健衛生施設等施設・設備整備費について

原子爆弾被爆者援護対策室       、11
・原爆被爆者対策等について

[昼  食 ]

結核感染症課
1)予防接種制度について
2)新型インフルエンザ対策について
3)そ の他感染症対策につぃて

11

135.

6.疾病対策課
(1)難病対策について
(2)エイズ対策について
(3)ハ ンセン病対策について
(4)リ ウマチ・アレルギー対策について
(5)腎疾患対策について

7.肝炎対策推進室
・肝炎対策について

[休  憩]

8.臓器移植対策室
(1)臓器移植対策について
(2)造血幹細胞移植対策にういて

9。 生活衛生課
(1)生活衛生関係営業対策について
(2)建築物等衛生対策について

10.水 道課
(1)水道施策の推進について
(2)水道計画指導について
(3)水道水質管理について

14

14

15

15

16
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健康局

がん対策・健康増進課

がん死亡者数と全死亡者に対する害」含
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話謳 がん以外の死亡者数 __がんによる死亡者数
―
全死亡におけるがん轟者の割合 __輛 核)__(心疾患)__側 血管疾患)

出典 平成23年 (2011)人 口動態統計 (確定数)の概況

約3人に1人ががんで死亡

「がん」が第一位に
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1 がん医療
①放射線療法、イヒ学療法、手術療法のさらなる充実とチーム医療の推進
②がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成
③がんと診断された時からの緩和ケアの推進
④地域の医療・介護サービス提供体制の構築

O⑤ 医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組
⑥その他(希少がん、病理診断、リハビリテーシヨン)

5がんの早期発見
がん検診の受診率を5年以内に50%(日、肺、太陽は当面4096)を達成
する。

6がん研究
がん対策に資する研究をよリー層推進する。2年以内に、関係省庁が
連携して、がん研究の今後の方向性と、各分野の具体的な研究事項等
を明示する新たな総合的がん研究戦略を策定する。

2がんに関する相談支援と情報提供
患者とその蒙族の悩みや不安を汲み上げ、患者とその家族にとつて
より活用しやすい相談支援体制を実現する。

7 小児力
`ん

5年以内に、小児がん拠点病院を整備し、小児がんの中核的な機関の
整備を開始する。

3がん登録
法的位置づけの検討も含め、効率的な予後調査体制の構築や院内
がん登録を実施する医療機関数の増加を通じて、がん登録の精度を向
上させる。

8がんの教育・普及啓発‐
子どもに対するがん教育のあり方を検討し、健康教育の中でがん教育
を推進する。

4がんの予防
平成3●年度までに、成人喫煙率を12%、 未成年の喫煙率を0%、 受勁
喫煙については、行政機関及び医療機関はo96、 家庭は3%、 飲食店は
■5%、 職場は平成32年までに受動喫煙の無い職場を実現する。

9カ|ん患者の就労を含めた社会的な問題
就労に関するニーズや課題を明らかにした上で、職場における理解の
促進、相談支援体制の充実を通して、力|んになっても安心して働き暮ら
せる社会の構築を目指す。

小児がん医療・支援の提供体制について

小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環境の整備を目指し、全国の
中核機関 (平成25年度以降整備予定)を中心として、平成24年度に小児がん拠点病院を整備。また、拠
点病院は、患者が発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留まり、他の子どもたちと同じ生活・教育環
境の中で医療や支援を受けられるよう、小児がん診療を行う地域の病院との連携を進めていく。
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地域ネットワーク

期待される役割
(小児がんE燎・ 支援のあり方に関する検肘会薔告書よい

中核機関に期待される役割
小児がん医療・支援の施策に関する立案・提言。
小児がん登録の体制の整備.
臨床研究の支援及び情報の集約・発信。
・長期フォローアツプ体制の支援。
小児がん診療に携わる者の育成に関する国内の体制整備。
拠点病院の評価と地域連携の支援。
小児がんの領域別の診療情報の集約・分析・発信。
全国の小児がん医療施設に対する診断、治療などの診療支援。
教育等も含めた相談支援に関する研修の実施。
小児がんに関する普及啓発等。

拠点病院に期待される役割

地域全体の小児がん診療の質の向上に資すること。
・再発したがんや治癒の難しいがんにも対応すること。
全人的なケアを提供すること。
・専F]家による集学的治療の提供(緩和ケアを含む)、 心身の全身
管理、患者とその家族に対する心理社会的な支援、適切な療育・教
育環境の提供、遊びを含む日常的な活動の確保、医師等に対する
研修の実施、セカンドオピニオンの体制の整備、患者とその家族、
医療従事者に対する相談支援等の体制の整備等を進めること。
,地域の臨床研究を主体的に推進すること。
・発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留まり、他の子どもた

:朧 ど
育環境の中で医療や支援を受けられるような環境

・長期フォローアツプの体制を整備すること等。
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小児がん拠点病院について

平成 25年 1月 に開催した「小児がん拠点病院の指定に関する検討会」において、以下の医療機関が小児がん拠点病院として選定
された。

北海道 北海道 北海道大学病院 近畿 京都 京都大学医学部附属病院

東 北 宮城 東北大学病院 京都 京都府立医科大学附属病院

関東 埼 玉 埼玉県立小児医療センター 大阪 大阪府立母子保健総合医療センター

東京 国立成育医療研究センター 大 阪 大阪市立総合医療センター

東京 東京都立小児総合医療センター 兵庫 兵庫県立こども病院

神奈川 神奈
"1県

立こども医療センター 中国・四国 広 島 広島大学病院

東海・北陸・

信越
愛 知 名古屋大学医学部附属病院 九州 福 岡 九州大学病院

二重 二重大学医学部附属病院

0がんの緩和治療体制の整備
(緩和ケア推進事業)

平成25年度予算案 :1.0億 円

小児がん拠点病院の役割

地域における小児がん医療及び支援を提供する中心施設として、地域全体の小児がん医療及び支援
の質の向上に資すること、地域医療機関との連携、長期フォローアップの体制整備等の役割を担う。

在児がん拠点病院の整備の背景

・日本においてがんは小児の病死原因の第 1位。小児がん患者は治療後の経過が成人に比べて長いことに加えて、晩期合併症や、
患者の発育・教育に関する問題等、成人のがん患者とは異なる問題を抱えている。

・平成24年 6月に閣議決定された「がん対策推進基本計画」で、小児がん拠点病院を整備し、小児がんの全国の中核的な機関

検討結果を踏まえ、拠点病院の要件
等を定める「 した。

者の体の痛みや心の痛みを緩和するため、がん対策推進基本計画では「治療早期からの緩和ケア」をさらに早
めて、「がんと診断されたときから緩和ケアJを始めることとしている。また、がん患者からは「緩和ケアチームや緩和ケア
病棟といつた受け皿を作るだけでなく、
こうした課題を解消するため、がん診療連携拠点病院を中心に事 実施する。

アチームや緩和ケア外来が一定数整備されてきている一方、専門的緩和ケアにたどり着けない、施設間の
質の格差等の指摘があり、提供される緩和ケアの体制強化と質の向上が求められている。
・がん性疼痛をはじめとする苦痛を抱えた恵者に対し、より迅速かつ適切な緩和ケアを提供するため、都道府県がん
拠点病院において、r緩和ヶァセンター」を整備し、緩和ケアチームや緩和ケア外来の運営.重度のがん性落痛が発
症した場合に緊急入院(緊急緩和ケア病床の確保)による徹底した緩和治療が実施できる体制整備の他、院内の相
談支援センターや都道府県内の拠点病院 存ヽ卓戻蒋格門箋ルの連機を進めることにより、該鰤画迷旦塑担旦Ω墨量
緩和ケア診療体制を構築するこ

一̈命熱躍」
ヽふ

がん患者

緩和ケアセンター

盤記:発 鶏 盤 7懇 腱 お
題携等により、専F,的な緩和ケアヘの
アクセスを改善

Q鍛言坦
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0がんの早期発見
(がん検診推進事業)

年齢調整死亡率(20～ 59歳 )の推移(国際比較)
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_空 自の医療圏数

平成25年度予算案 :73億円

特に子宮票がん罹患率

51病院

地域がん診菫連機種点療踪 : 344新歯鵬完

2病院
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OttLがん、子宮頸がん及び大腸がん検診については、平成21年度 (大腸がんは平成23年度)より、検診の無料クーボン券等を配布してきて
いるところであるが、受診率の向上を回るため、引き続き対策を講する必要がある。
O上記に加え、子宮重がんは、若年層の罹患が増加してきており、死亡率については諸外国は低下している中、日本は上昇していることか
ら、従来の細胞診に加え、海外で一定程度有用性が認められている

0これらにより、検診の充実を図り、より 見につなげることにより、がんによる死亡者の減少を図り、国民の暮らしの安心を確保す

【補助金{1/2卜 市区町村に対し、検診費及び検診にかかる事務費を補助。】

學Lがん、子宮頸がん及び大腸がん検診について、一定年齢の者に対して、がん検診の無料クーポン券等を配布する.
来対象年齢:早Lがん検診(40歳、45歳、50歳、55歳及び60歳 )

子宮がん検診(20歳、25歳、30歳、35歳及び40歳 )
大腸がん検診(40歳、45歳、50歳、55歳及び60歳の男性・女性)

く参考>      (H191 (H22)
子宮がん検診受診率:213→ 243(%)
乳力(ん検診受診率 :203→ 243(%)

※国民生活基礎調査よリ

平成25年度の単年度事業で一部の市町村において、子宮頸がん罹患率が高い年代の者について従来の細胞診に加え、海外で―
定程度有用性が認められているHPV検査検証事業を実施する。
※対象年齢:30歳 、35歳及び40歳

H

お
0
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検討会の今後の論点及び進め方 (案 )
第1段階
がん診療提供体制の現状・課題を踏まえ、特に今後のがん診療連携拠点病院のあり方
(2次医療圏に原則1つや空自の医療圏の問題等)を考える。

第2段階
がん診療連携拠点病院のあり方をまとめた上で、がん対策推進基本計画を踏まえ、がん
診療連携拠点病院の要件案を策定する。

※要件の見直しは検討会で大きな方向性を示した後、個別具体的な要件については、検討会のもと
にワーキンググループを設置して検討してはどうか。

※方向性を示す際、重要な分野(例 :地域連携等)については、検討会でも重点的に議論する。
※「緩和ケア」に関する拠点病院の要件案は、現在「緩和ケア推進検討会」で議論していることから、
本検討会では主に緩和ケア以外の分野について要件案を議論する。

※要件案の策定にあたつては、「がん対策推進協議会」の意見も踏まえることとする。

第3段階
ワーキンググリレープで拠点病院要件案を策定している間、検討会では、拠点病院の要件
以外の課題 (例 :拠点病院の評価、がん医療の質の評価、情報提供等)について議論して
はどうか。

第4段階
ワーキンググループの策定した拠点病院要件案を議論じとりまとめる。

第可回がん診療提供体制のあり方に関する検討会資料

がん対策の推進について



Oがん患者などの治療と職業生活の両立
(がん患者の就労に関する総合支援事業

平成25年度予算案 :2.2億円

0平 成25年度から平成34年度までの国民健康づくり運動を推進するため、健康増進法に基づく「国民の健康の増
進の総合的な推進を図るための基本的な方針」(平成15年厚生労働大臣告示)を改正するもの。

O第 1次健康日本21(平成12年度～平成24年度)では、具体的な目標を健康局長通知で示していたが、日標の実
効性を高めるため、大臣告示に具体的な目標を明記。

など)

0がんや肝炎など長期の治療等が必要な患者は、生活費や治療費などの経済面はもとより、仕事と治療の両立の仕方や仕事への復帰時期
等に不安を抱いており、ハローワークの業務である離職後の就労支援も必要であるが、在駐中の就労を維持するための情報や相談体制の
整備が望まれている。

※がん対策基本法 (平成■8年法律第98号)に基づき国が策定するがん対策推進基本計画(以下『基本計画J)においては、平成24年 6月 に見直しを行
い、重点的に取り組むべき課題として「働く世代や小児へのがん対策の充実 :力t重点課題とされたところ。
※肝炎対策基本法 (平成21年法律第97号)に基づき厚生労働大臣が策定する肝養対策の樺進に関する基本的な指針 (以下「基本指針Jと い
う)においては、平成23年 5月 16日 に策定され、肝奏肇者等が治蒋を行いながら就労存維持する壼境郵書について定められている。
O質の高い医療提供体制の構築のためには、がんなど長期の治療等が必要な疾病の患者について、治療と仕事の両立を支援するために

鍮 た断鋪 盟盤ヒ[幣菅するための団体制等を強化し、関係機関と連携して支援できる体制を構築し就労支1

・離職している者に対する軒職す諄

・ハローワークに専門の就職支援ナビ
ゲーターをモデル的に配置し、ハロー

z露藉品
を始め、拠点病院への巡回

,事業者に対する求人開拓、求人条件経
和指導 等

がん患者の就労に関する総合支援事業など

がん等患者

就労に関する
問題発生

0仕事に関する相談への対応
・仕事と治療の両立の仕方
・仕事復帰の時期
・仕事の復帰に向けた準備
・職場の人間関係
・関係機関の紹介 等

0拠点病院等で、在職中または一時休職者の治癖と駐業生活の面立竿に関
する相談支援を行う。拠点病院の相談支援センター等を活用し、社会保険労
務士、産業カウンセラー等を配置して対応。

Oがん等患者の拾蒋内容存IP据した上で、具体的な相談支援が可能。治療
を受けている病院内で相談ができることで、患者の各機関への移動等の負担
が軽減。
・がん患者の就労に関する総合支援事業(18億円)
・肝炎患者の就労に関する総合支援モデル事業(0 4tt)

事業者による、就労可
能者への不当な差別
(解雇等)への対応

事業者による不当解雇等
の不利益に対する相談

健康の増進に関する基本的な方向

■哺〉謂醤鞣耀協勘耗鶉樹摯機にЫする支援等の取組を進め&
② 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底(NCD(非感染性疾患)の予防)
・がん、循環器疾患、糖尿病、coPDに対処するため、一次予防・重症化予防に重点を置いた対策を推進。
・国は、適切な食事、適度な運動、禁煙など健康に有益な行動変容の促進や社会環境の整備のほか、医療連携体制の
推進、特定健康診査・特定保健指導の実施等に取り組む。

社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上
・自立した日常生活を営むことを目指し、ライフステージに応じ、「こころの健底■「次世代の健康」「
・国は、メンタルヘルス対策の充実、妊婦や子どもの健やかな健康増進に向けた取組、介護予防・支援等を推進する。

健康を支え、守るための社会環境の整備
,時間的 ,精神的にゆとりある生活の確保が困難な者も含め、社会全体が相互に支え合いながら健康を守る環境を整備。
・国は、健康づくりに自発的に取り組む企業等の活動に対する情報提供や、当該取組の評価等を推進。

⑤ 栄養・食生活、身体活動口運動、休養・睡眠、飲酒、喫煙、歯・口腔の健康に関する
生活習慣の改善及び社会環境の改善
・上記を実現するため、各生活習慣を改善するとともに、国は、対象者ごとの特性、健康課題等の十分な把握を行う。

↓
　
③
⇒

④
⇒
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05つの基本的方向に対応して、53項目にわたる具体的な目標を設定する。

0日常生活に制限のない期間の平均
(男性7042年、女性7362年 )

平均寿命の増加分を上回る
増加

② 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底
(がん、循環器疾患、糖尿病、coPDの予防)

075歳未満のがんの年齢調整死亡率の減少
(10フラA豊当′ヒリ843)
0最高血圧の平均値
(男性138mmHg、 女性133mmH8)
0精尿病合併症の減少 (16′ 271人 )

10万人当たり739

■■〉男性134mmHg、 女性129

③ 社会生活を営むために必要な機能の維持・向上
(心の健康、次世代の健康、高齢者の健康を増進)

O強いうつや不安を感じている者 (lo 4%)
O低出生体重児の割合の減少(9696)
O認知機能低下ハイリスク高齢者の把握率の
向上(o9%)

9 4%
減少傾向ヘ

10%

④ 健康を支え、守るための社会環境の整備 ?鍋群落是馴島路サ脇著
的
喘 300嗜

⑤ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、
喫煙、歯・口腔の健康に関する生活習慣の
改善及び社会環境の改善

28%(自然増から15%減 )
8グラム

020～ 60歳代男性の肥満者の割合(312%)
O食塩摂取量(106g)
020～ 64歳の日常生活での歩数(男性7841歩、⇒ 男性9000歩、女性8500歩

O生活習慣病のリスクを高める量(1日当たり → 男性130%、 女性64%
純アルコール摂取量男性40g、 女性20g以上)
の飲酒者割合の減少(男性153%,女性75%)

8鰹よ顧政131を有する者の割合(25%麟諾耽

０

０

０

０

都道府県及び市町村は、独自に重要な課題を選択して、日標を設定し、定期的に評価及び改定を実施。(PDCAサイクルの実施)
国は、生活習慣病の改善のほか、社会環境の改善に関する調査研究を企画し、推進。
各保健事業者は、各種健診の実施主体間で、個人の健康情報の共有を図るなど、健康に関する対策を効率的かつ効果的に実施。
国、地方公共団体は、企業、団体等が行う健康増進に向けた自発的な取り組みを支援。

ヽ「Smart ttfe proleCt(スマ…トライフプロジェクト)」とは

平成20年度から実施してきた、「すこやか生活習慣国民運動」を更に普及、発展させる
ため、幅広い企業連携を主体と味 取組を、「Smatt Lre Loiect」として立ち上げました。

-7-
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ミヽ「Smart ttfe Prolect」が提案する3つのアクション

種薦茅嘉をあご藻疑
=現

二L 塞J■圭「言|:塵睾|で

“健康寿命をのばしましょう"を

スローガンに、「運動、食生活、

禁煙」で具体的なアクションを

呼びかけます。象徴的なアク

シヨンを設定し、そのネ…ミング

とロゴを作成しました。

樵逸警皐鷺顔il事しょぅ。|〉呈糧廿i諭JttIEllII:場III薫「
°

褪

SmartiWaikで
健康寿命をのばしましょう。

例えば、毎日10分の運動を。
通動時。苦しくならない程度のはや歩き。
それは、立派な運動になります。
1日に10分間の運動習慣で健康寿命を延ばしましよう。

食べることで健康寿命を延ばしましよう。

穣淮13「ま二́ 彗Fe品:!1で
健康寿命をのばしましょう。

例えば、禁煙の促進。
タバコを吸うことは健康を損なうだけでなく、
肌の美しさや若々しさを失うことにも繋がります。
タバコをやめて健康寿命を延ばしましよう。

健康日本21(第二次)や第2期医療費適正化計画の着実な推進に向けて、
検討会から提言された非RE満者への対応を合め、生活習慣病対策としての健診・保健指導を推進するため、
現場の健診・保健指導実施者を一層支援する方向で見直しを行つているところ。平成24年度中にとりまとめる予定。

回 Σ=21〉Σ二22E)Σ:2亘二〕】.24.)】層闘∋】困園●

"】
国園D"】 .30〉〉.31._)〉 ,32‐‐〉〉33.〉 )34)

標準的な

健診・

保健指導
プログラム

(確定版 )
H194



ライフステージに応じた健康づくりのための身体活動(生活活動・運動)を推進することで健康日本21(第2次)の推進に資するよ
ユ、「健康づくりのための運動基準2006」等の改定を行つているところ。新たな基準及び指針を平成24年度中にとりまとめる予定。

【主な口凛】0日常生活における歩数の増加
0運動口慣者の増加

【主な目擦】0日常生活における,薇の増わ o■■■●●のnl合の増加
0

健康づくり
のための

運動基準
20t16

(H187)

1場電磁メ
1靭霧

17溜

燿1 奎諸議● :

日常生活にお!f6,
●.睾0.30■学
″ ●身体活●.

X20ml
スボーツなど、ler_||
力のに

'向
上を目的

として
'日"t□

的
に実●L、●et●ぁ
る●体看■. 0指針については、国民向けのパンフレットとして、自治体等でカスタマイズして配布できるよう作成中。

【目的】
●医療資源等の実情に応じた
県としての連携体制のあり方等の検討
●糖尿病に関する意識向上

【具体的事業】
〇連絡協議会の開催



喫煙と受動喫煙に関連した疾病、障害、死亡を減少させることが必要。

○喫煙による年間超過死亡数は 12～13万人 (参考 :年間死亡者全体119万人) ○超過医療贅17兆円
○受動喫煙による年間超過死亡は、年間約6,800人              o入 院・死亡による労働力損失 23兆円
Oがん死亡の約20-27%は喫煙が原因であり、喫煙していなければ予防可能。

1900年
1960年代 喫煙と1市がん等の疾病との因果関係確立
1981年 受動喫煙による肺がんの可能性が報告
1997年 厚生白書にたばこは健康問題と記載
2005年 WHOたばこ規制枠組条約 (FCTC)発効

●基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間については、原

則として全面禁燿であるべき。
●社会情勢の変化に応して暫定的に喫煙可能区崚を確保することもとり得る

方策の一つ。

①   受動喫煙による健度への悪影響は現確であることから、公共の場に
おいては原則として全面禁煙を目指す。

②   全面禁煙が極めて困難である場合には、施設管理者に対して、当面
の間、喫煙可能区域を設定する等の受動喫煙防止対策を求める。

③   たばこの健康への悪影響や国民にとつて有用な情報など、最新の情
報を収集 発信する。

④   職場における受EI喫煙Li■対策と連動して対策を進める

辱 動Ⅲ籠 の 日標 語 庁

①臓島 : 受動喫煙の無い胸陽の実現 (平産 年度)
②行政機関 : 0%(平成34年度)
③医療機関 : 0%(平成鉾 年度)
④家庭 :   3%(平成34年度)
⑤飲食店 : 15%(平 成34年度)
娠中の喫層の日lt設定
⑥妊,=中の喫煙をなくす :0%(平成20年)
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飲酒は、全要因のうち3番目にDALY負荷が高いと推計される

1巴満

固形燃料からの受動吸煙

高血精

不適切な授早し

喫煙

高血圧

劣悪な衛生状態

飲酒

危険な性交

低体重

■ ■ ■ ■ 131 796

: 41009

141∞ 5

■143842

6897

7227

■ 64240

-69424

- 70017

- 90083
0            20000 80000 1001X10(DALY値 )40000 60000

・DALY:Dお aЫ‖ty A● usted ttfe Years生涯調整生命年 その要因が社会に与える影響を測る指標。そ
の要因による寿命の短縮(寿命ロス)に、その要因による障害や苦痛に影響されていて期間(健康ロ
ス)を加えて算出される。

・2004年時点での、様々な要因によるDALY負荷を推計したもの

出典 :WHO GbbJ status rep。 咸 On aに ohd and heath,2011

相対危険度

●́2.51

ピプ ピ

´́ る一
 ́~~ ~‐ ‐́  ´́  ~毛 1.12

1.64

純アルコール摂取量(g1/週

く純アルコールヘの換算>
ビールなら5QlmI、 日本酒なら1合が、
純アルコール20まなる

―― 全 脳 血 管 障 害

―
・
―出 血 性 脳 血 管 障 害

‐れ ―虚 血 性 月肖血 管 障 害

・40-59歳の19,544人の日本人を9～11年間追跡したデータ
'相対危険度は年齢、喫煙習慣、BMl、 糖尿病の既往等で調整したもの

出典 :Iso H et」 Alcohol consumption and isk ofstrOke arnong雨 ddl← aged men

…
11-

Stroke 2004



多量飲酒者(純アルコール摂取60g以上/日 )の死亡率は男性 1.4倍、女性 1.6倍となる

相対危険度

1.80

160

140

120

100

080

060

1.33  ゛゛
″

1.13 .′

0-9 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59  60^ 純アルコール摂取量(g)/日
く純アルコールヘの換算>
ビールなら500m、 日本酒なら1
合が、純アルコール20gとなる・16のコホート研究 (主に35歳以上の欧米人が対象)に対するメタ解析

・少量の飲酒では健康へ好影響をもたらすという「Jカープ効果」も示されている

出典 :Hdman CD etaL Meta― analysに of Jcohol and J卜 cause mortality MJA 1996

メ

Q88・ :r゛
″

領域1リーダーシップ、啓発とコミットメント
・国と地方による包括的な戦略

領域2保健医療サービスの対応
・プライマリケアにおけるスクリーニング及び
プリーフインターベンションの支援

領域3地域社会の行動
・アルコールの有害な使用に対し、費用対効
果の高い対応を推進する

領域4飲酒運転に関する政策と対策
・強制的なドライバー教育やカウンセリングの
実施

領域6アルコール飲料のマーケティジグ
・マーケティングの総量と内容の規制

領域7価格設定方針
・販売最低価格の設定
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健康的な生活習慣づ<り重点化事業
(糖尿病予防戦略事業)について

【事業目的】
糖尿病の発症を予防するために、生活習慣を改善し、適切な食生活や適度な
運動習慣など、糖尿病予防に取り組みやすい環境を整備することを目的とす
る。

【事業内容 (予定)】

①壮年期以降の糖尿病予防対策
飲食店が行う栄養成分表示やヘルシーメニューの提供の促進、周囲(家族・職場)の
車援を促進するためのワークショップの開催等、食生活の改善を継続的に進められる
環境整備

②20～ 30歳代をターゲットとした肥満予防対策
健全な食習慣と運動習慣が形成できる取組を民間企業と連携する等、肥満予防の取
組が実施しやすい環境整備

【実施主体】都道府県・保健所を設置する市口特別区
【平成24年度実績(内示)】 37百万円 、41都道府県、政令市、特別区
【平成25年度予算(案 )】  37百万円  【補 助 率】 1/2
※申請が多数あつた場合は、事業内容を精査し、予算額内で補助する予定
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■「管理栄養士専門分野別人材育成事業」として、質の高い栄
養ケアを効率よく提供することを目的に特定の疾患別に特化
した知識・技術を深めた管理栄養士を育成するため、各専門
分野別リーダー向け研修プログラムを作成、検証。
(委託先 :日本栄養士会 平成25年度予算 (案):20,652千 円)

■「栄養ケア活動支援整備事業」
として、増大する在宅療養者に対

する食事 日栄養支援を行う人材が

不足していることから、地域にお
いて潜在管理栄養士等の人材確保 ,

関係機関等と連携した栄養ケアの

先駆的活動を行う民間団体への補
助を実施。
(補助先 :民間団体
平成25年度予算 (案):40,195千 円)

行 政 栄 養 士 数 の 推 移 ‐

(人 )

6,000

5,000

4,000

3,OOO

2,OOO

l,OOO

O

総数

5,877

都道府県・保健所設置市、

H15 H16 H17 H19 H20 H21 H23 H24

資料 :厚生労働省健康局がん対策・健康増進課調べ
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急速に進む高齢化、生活習慣病の増大、食の安全・安心を脅かす問題など食生活を取り巻く社会環
境が大きく変化するとともに、厨房機器の多様化、衛生管理システムの導入等調理を巡る環境も変イヒ
してきていることから、時代に即した専門的知識・技術を有する調理師が求められている。平成9年の
調理師養成施設の指定基準等の改正から15年が経過したことも踏まえ、調理師養成施設のカリキュ
ラムの見直しなど、調理師の養成のあり方等についての検討を行つた。

(1)教育内容及び教育目標について

従来の「教科科目」から、各養成施設において教育目標に応じた教育内容の充実を図ることができる
よう、「教育内容」による表記とし、あわせて「教育目標 Jを提示した。教育内容は、「食生活と健康」、 _
「食品と栄養の特性」、「食品の安全と衛生」、「調理理論と食文化概論 J、「調理実習」及び「総合調理
実習」とし、教育目標は、基本となる知識や技能の明確化を図るとともに、教育内容の相互の関連が
理解できるよう整理した。あわせて、2年制課程で行うことが望ましい教育内容及び教育目標について
提示した。

(2)教員の資格要件について

調理師の資質向上に向けて専Fl調理師の位置づけを明確にするとともに、教員資格の基本要件を見
直した。

(3)施設・設備について
実習室に備える器具や備品については、必要な機能や用途がわかるよう表現を見直した。

調理師養成施設のカリキュラムの見直しに合わせ、調理師試験の試験科目は、衛生法規を除く6科目
とし、科目毎の出題数の割合については、食品衛生学の割合を20%から250/oに増やすなどの見直しを
行つた。

最近のテーマ

■平成22年 所得に関する項目を初めて設定
得の違いによる肥満や生活習慣の

■平成23年 生鮮食品の入手の困難さに関する項目を
初めて設定
→生鮮食品の入手が困難である背景の把握、生鮮食品の
取量と世帯の所得との関連について分析

一社会経済的要因に着目

:今
1後の1展開:. ―健康日本21(第 2次 )の評価への活用―
■平成24年 健康日本21(第2次 )の主要な目標に関する
ベースラインデータを収集し、都道府県間の比較を行うため、
調査地区数を拡大。
■今後は中間評価、最終評価にあわせて、平成28年度、平
成32年度に拡大調査を実施する予定。
※ただし、予算は前年度、総務省協議は該当年度に決定するため、あくまでも未定。
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～平成23年国民健康・栄養調査結果からみた現状～
平成24年 12月 6日概要公表、
平成25年 3月 報告書公表 (予定)

図 生鮮食品(野菜、果物、魚、内等)の入手を控えたり、入手が0な かった理由
(男 女 計・ 年 齢 階 級 別 ) ※ふだん生鮮拿品を入手している者のみ回答に 欧回答 )

価格が高い

X生
彗食事品店への

アクセスカ{不便

①■い物をするお店
までの口饉が選い

・平成27年度から使用する「日本人の食事摂取基準(2015年版)」を策定するために、
平成25年 2月より検討会を開催し、平成25年度中に報告書をとりまとめる予定。
・今回の改定にあたつては、高齢化の進展や糖尿病有病者数の増加等を踏まえ、生活
習慣病の発症予防だけでなく、重症化予防も視野に入れることとしている。

○ふだん生鮮食昌を入手
している者のうち、この1年
間に生鮮食品の入手を控
えたり入手できなかつた理
由として、「価格が高い」と
回答した者の割合が最も
高く、30.4%であり、20～
40歳代では4割を超えて
いた。

調査結果は厚生労働省ホーム
ページからご覧いただけます。

(http://www mhlw gojp/bunya/ke
nkou/kenkOu_eiyou_chousa html)

■総数
(4342)

●2●29'
(2● 3)

●n3,颯
(5Bl)

■40●9臓

(633)

口m59●
(7ヨフ〉

●

“ `'籠〈996)

●7崚以上
(1142)

② 口い物に●Kまで
0交通の便が思い
く交通手段がない)

O買い物ができる
時間にお店が
||いていない

生鮮食品を■つて

もIn理できなt｀

上記の理由で大手を

控えたり、大手が

できなかったことはない
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5

ソーシヤルキヤピタルを活用した自助及び共助の支援の推進
地域保健対策の推進に当たつて、地域のソーシャルキャピタル(信頼、社会規範、ネットワークと
いつた社会関係資本等)を活用し、住民による自助及び共助への支援を推進すること。

地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくりの推進

市町村は、学校や企業などの地域の幅広い主体との連携を進め、住民との協働による健康なまち
づくりを推進すること。

医療、介護及び福祉等の関連施策との連携強化

市町村は、保健と介護及び福祉を一体的に提供できる体制整備に努め、都道府県及び保健所は、
管内の現状を踏まえ、医療、介護等のサービスの連携体制の強化に努めること。

地域における健康危機管理体制の確保
〇都道府県及び市町村は、大規模災害時を想定し、被災地以外の自治体や国とも連携した情報収集
体制や保健活動の全体調整、保健活動への支援等の体制を構築すること。

O国は、広域的な災害保健活動に資する人材育成支援や保健師等について迅速に派遣のあっせん・
調整できる仕組みの構築を行うこと。

学校保健との連携

保健所及び市町村保健センターは、学校保健委員会やより広域的な協議の場に可能な限り参画
し、連携体制の強化に努めること。

6科学的根拠に基づいた地域保健の推進
国、都道府県及び市町村は、地域保健に関する情報の評価等を行い、その結果を計画に反映させ
るとともに、関係者や地域住民に広く公表することを通じて、地域の健康課題と目標の共有化を図
り、地域保健対策を一体的に推進することが重要であること。

7保健所の運営及び人材確保に関する事項
保健所は、専門的な立場から企画、調整、指導及びこれら1こ必要な事業等を行い、市町村への積
極的な支援に努めること。

8地方衛生研究所の機能強化
地方衛生研究所を設置する自治体は、サーベイランス機能の強化や迅速な検査体制の確立等が
求められていることを踏まえ、技術的中核機関としての地方衛生研究所の一層の機能強化を図るこ
と。

9快適で安心できる生活環境の確保
都道府県、国等は、食中毒等に係る情報共有体制の強化や食品衛生監視員等の資質向上等を通
じた保健所機能の強化に努めるとともに、生活衛生同業組合等の関係団体に対する指導・助言に努
め、営業者の自主的な衛生管理等を通じた食品安全。生活衛生等の施策の推進を図ること。

10国民の健康増進及びがん対策等の推進
健康増進計画の策定・実施等の取組を行う場合、ソーシャルキャピタルを活用した地域の健康づく
りに関係するNPO等 との連携及び協力も強化すること。また、地域のがん対策、肝炎対策、歯科口
腔保健の推進に関し、それぞれ必要な施策を講じること。



医師が保健所長になるための要件

①3年以上公衆衛生の実務に従事した経験がある者(1号 )

②日立保健医療科学院
の行う養成訓練の課程
を経た者 (2号 )

根拠 :地域保健法施行令第4条第1項

5条第1項に規定する地方公共団体の長の補

保
健
所
長
に
就
任
可
能

く専門課程 I>
0本科(1年 31単位)
基礎(3ケ月12単位)、 応用(9ヶ月23単位)

: ""口
‐‐口T尊局薦 FS

平成20年度までに専門課程Ⅱ(健康危機管理分野)を
修了した者

外国において②に率じる課程を修了し、公
衆衛生修士(MPH、 MSPH)の 学位を取得
した者

③厚生労働大臣が、前2
号に掲げる者と同等以
上の技術又は経験を有
すると認めた者(3号 )

医師免許取得後、公衆衛生関係の研究若し
くは教育に3年以上従事した経験又は診療
に5年以上従事した経験を有する者
※医師免許取得後の保健所若しくは地方公共団体又
は国の衛生主管部局で1年以上勤務した者は経験年
数に算入可

<専門課程 I>
0本科(1年35単位)
基礎(3ケ月12襲位)、 応用(9ヶ月23単位)
※基礎分野のみの修了で可

・平成2■年4月 1日 追加 (―‐ )

医師以外の者が保健所長になるための要件

1鰊 主

根拠 :地域保健法施行令第4条第2項

前項の規定にかかわらず、法第5条第1項に規定する地方公共団体の長が医師をもって保健所の所長に充てることが著しく困難であると認めるとき
は、2年以内に限り、次の各号のいずれにも該当する医師でない同項に規定する地方公共団体の長の補助機関である職員をもって保健所長に充
てることができる。

国立保健医療科学院

①5年以上の公衆
衛生の実務経験
(二号 )

(平成17年度～ )

割
副

「
和
郭
円
鯛

属

」

1蕊臨 lI蕊

課
程
修
了
２
一号
｝

<専門課程 I>
0本科 (1年、35単位 )
基礎(3ケ月、12単位)、 応用(9ケ月、23単位)

中当分の間、基礎のみの修了で可

1纂藝 1
i門課程若しくは専門課

1嚢名7臨
l::ili::lililiiliil

・平成17年4月 1日 適用
・平成21年4月 1日 経和又は追加(‐口 )
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地域保健対策の推進においては、保健所が重要な役割を果たしており、その機能を充分に発揮するためには、公衆衛生医師の確
保が重要である。このため、保健所等において公衆衛生に従事する医師の確保推進を図るため、公衆衛生に従事することを希望す
る医師 (以下「希望医BF」 という。)の情報及び公衆衛生に従事する医師を必要とする地方公共団体 (以下「登録自治体」とい
う。)の情報をそれぞれ登録し、希望医師及び登録自治体に文Jして、希望条件に合取する登録自治体及び希望医師についての情報
提供を行うもの。

・就職希望登録医師            71名
。地方自治体に就職が決定した医師数    14名
。他への就職等により成立しなかつた者   28名

(平成23年度末現在登録者数  29名 )

事業の仕組み (イメージ)

公
衆
衛
生
医
師
確
保
推
進
室

希
望

医
師
情
報

登
録
自

治
体
情
報

登
録
情
報

の
う

ち
、
そ
れ
ぞ
れ

の
希
望

条
件

に
合
致
す
る
も

の
。

(登録情報)
・連絡先等の基本情報
・公衆衛生、臨床経験等医
師としての専門性に関する
情報
,勤務地等希望する勤務条
件に関する情報

(登録情報)
・地方公共団体の名称、連
絡先等の基本情報
,勤務地等勤務条件に関す
る情報
・公衆衛生、臨床経験等必
要とする医師としての専門
性

保
健
所
等
で
公
衆
衛
生

へ
の
従
事

を
希
望
す
る
医
師

臨
床
に
従
事
し
て
い
る
医
師

教
育

・
研
究
機
関
に
勤
務
し
て
い
る

医
師
等

〇公衆衛生医8o募集バンフレットを作成し、大学医学部

等機関へ配布・提供

○民間医師転職サイトヘの求人情報の掲載 (今年度ょり)

O者手医師・医学生向けセミナーヘの出展
など、各種取組を実施

地域における保健師の保健活動について

(平成 15年 10月 10日付け健発第 1010003号 健康局長通知 )
0都道府県及び市町村は下記により、地域における保健師の保健活動の充実強化を図る。
・ 地械保健関連施策の企画、立案、実施及び評価を行うことができる体制の整備
・ 保健師の計画的かつ継続的な確保
・

鵬 異見
啓発の業D・地域

テ警,下
■係る部門以外の部門への人事異動その他の手段にょる教育、

における保健師の保健活動について
(平成15年 10月 10日付け健総発第1010001号 健康局総務課長通知)
都道府県及び市町村が留意すべき事項   ・
【一般的留意事項】

構窒:1醐暫]詈撃翻雀異『受幕書象鷲男」警鷲
こ
理彙
主体的な早康づくりの支嬌、地域ケアシステムの

【活動領域等に応じた留意事項】
都道府県保健所:専門的保健サービスの提供、調査研究、各種保健計画策定への参画等市町村:各分

画の策定t地域ケアシステムの構築等

地域における保健師の保健活動指針について
(平成15年 10月 10日付け 健康鳥総務課保健指導官事務連絡)ヽ~l~′墨 :υ‐

「
lυ 月 :υ 口 1■ 1′  睡 月に用 薦晨砺 」R休調訂日行 日景 7カ理 槍 ノ

○地域における保健師の保健活動を活動領域等別に分け、取り組むべき方向について具体的に示した

もの。         '
IO保 健師!ホ行政職員としての呻章を担うだ|テFなく、専門技術職員として保健活動を行うことが重要であ
く る|:  :               ‐ ― :
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地域における保健師の保健活動に関する検討会報告書 (案)(概要)
(平成24年度地域保健総合推進事業)

O疾病構造の変化、少子・高齢化の進展、地域コミュニティ
の脆弱化、市町村の役割増大
0介護保険法の改正 (地域包括支援センター設置、地域支
援事業創設等)、 特定健康診査・特定保健指導 の開始、
虐待防止関連法律の充実等
0地方公共団体の保健師数は増加傾向(特に市町村は大

0業務分担制に伴い、地域全体を捉える力の低下
O各種施策・事業の増加による地区活動の減少
O団塊の世代退職等による技術継承の仕組みの
未確立

◆地域を『みるJ『つなく』『動かす』
0個人の問題から集団に共通する地域の健康課題や関連施策全体を俯磁
して捉える。個から集団へ、集団から地域と視点を発展させる。
O健康問題を解決するために必要な住民や組織をつなぎ、相互の関わりを
支援しながら、自助、共助などの住民主体の行動を引き出す。

◆予防的介スの重視
0日頃の活動を通じて、健康課題やそれに不随する家族問題が顕在化する
前の段階からその可能性を予見し、予防的に関与する。
O健康課題に気付いていない、あるいは支援の必要性を訴えることができな
い住民に対し、義務や契約に基づかないアプローチを行うことが可能。

◆地区活動に立脚した地域特性に応した活動の展開
O家庭訪問や健康づくり活動等を通じて地域に入り、住民の生活の場に直接
関わることができる地区活動を住民の実態を把握する。
O個々の事例に共通する要因や潜在しているニーズを地域課題として捉え、
その地域特性に応じた活動を展開する。

地域を
「みる」「つなぐJ
「動かす」

予防的入
の重視

0国・・・活動指針の幅広い普及・活用 (目 的・趣旨の明記、実際の活動に沿つた具体的内容の記載、保健師以外の
職員を含めた積極的な周知)、 定期的な見直し

0地方公共団体・¨基本方針の策定 (保健師に関する組織的理解の促進に資する方策を含む)、 保健師配置計画の
策定
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平成24年度地方交付税措置人数 (試算)と実人員(平成24年度活動領域調査)との比較
rl、

地方交付税による措置人数が実人員数を大きく上回つている

H21

●町村 902( 10201 1002: 13301 19Ю 9i

所

市

区

証
肛
鞠

325` 150( 412 614(

剛冊一嚇晨

129o{
'6●

1` 2662` 2679`

522` 5221 522

螢計 27131 2000i 29291 29571 00361 0055

出典:H7年までは保腱婦設置獣況調査、
“
8年は保健所運営報告、Hユo年は全国保腱部長会調査、H9二月,1つD年は保健師等活動頒崚調査、月2124年は保腱師活動領域調査
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(平成23年度第3次補正)
29億円

東日本大震災により長期にわたる避難所 。仮設住宅での生活を余儀なくされた被災者につ
いて、健康状態の悪イヒを防ぐため、今後とも継続的な保健活動を維持することが重要。
このため、被災自治体における健康支援活動の体制の強イヒを図るため、地域保健活動を担
う専P3人材の確保など、仮設住宅等を中′bと した保健活動等への支援を行うもの。

【事業の対彙地域】

仮設住宅が設置されている被災県 (岩手、宮域、
福島、茨城、栃木、千葉、長野)。 このうち、

岩手、宮城、福島の 3県を重点支援
(介護基盤緊急整備等臨時特例基金(既設)の積み増し)

※基金造設期間 :25年度末まで(延長 )
(3県以外は24年度末まで)

【事業内容】

○ 保健活動支援事業
。被災地以外からの保健師等の人材確保
・仮設住宅等居住者に対する継続的な
巡回保健指導

など、県、市町村の創意工夫により実施可能

事業例 : 全戸訪問プロジェクト (仮称)

健康課題に応して、パランスのとれた調理
方法等の指導や運動健康教室、健康相談会等
の開催

地域口職域連携推進事業
(平成25年度予算額 (案)49百万円)

〈関係機関〉
・医師会
・医療機関
等

く職域〉
・事業所
'労働基準監督署
・商工会議所
・健保組合
・地域産業保健
センター  等

く地域〉
・保健所
・市町村
・住民代表
。地区組織

等
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[嵩 〕
0企業を対象にアンケートを実施し(事業所への出前講座の
Oメンタルヘルスに関する研修会の実施
0地域・職域連携推進事業で相談窓日の周知 等

自殺予防対策に関する行政評価口監視〈結果に基づく勧告〉

背景

○政府は、自殺対策基本法 (平成18年法律第85

号 )に基づき策定した「自殺総合対策大綱」(平
成19年 6月 8日閣議決定)において、平成28年

までに、17年の自殺死亡率 (25.5)を20%減少
させるとの数値目標を設定
〇年間自殺者は、平成17年以降、ほぼ横ばい
が続き、ここ2年は減少しているものの、以前と
して3万人超

○各府省が実施している自殺予防対策に関係
する施策及び当初予算額
平成23年度11府省庁・132施策〈約149億 6400万円)

【勧告日】平成24年 6月 22日
【勧告先】内閣府、文部科学省、厚生労働省

〇地域・職域連携推進協議会における地域保健と

産業保健との連携による自殺対策について、地域・

職域ガイドライン等に明確に位置付ける。

O具体的な連携方法や連携の取組事例の地方公
共団体への情報提供を一層推進する必要がある。

調査の概要

○調査実施時期 :H23年 5月 ～24年 6月
○調査対象 :

内閣府、国家公安委員会 (警察庁)、
金融庁、消費者庁、総務省、法務
省、文部科学省、厚生労働省、農林
水産省、経済産業省、。国土交通省、
防衛省
○関連調査等対象 :

都道府県 (24)、 政令指定都市 (6)、
独立行政法人 (3)、 民間団体等 (52)
〇主な調査事項 :

①関係機関における自殺予防対策に
関係する施策の取組状況
②東日本大震災に対応した自殺予防
対策の取組状況 等
○動員局所 :

管区行政評価局 6局
四国行政評価支局
沖縄行政評価事務所
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国立保健医療科学院における保健師の人材育成
専門課程 I地 域保健福祉分野
○対象 :

(1)国や地方公共団体から派遣された保健・医療・福祉分野に従事している職員
(保健師、助産師、看護師、管理栄養士、福祉職など)
(2)将来、地域保健福祉活動分野の職務に就職することを志望し、そのための高度の知識を得ようとする方
0実施期間 :1年間
O目的:地域保健福祉業務において、指導的立場で実践活動を総合的に推進するために必要な能力を養うことを目的とする

専門課程Ⅲ 地域保健福祉車政科

O対象 :国や地方公共団体から派遣され保健・医療・福祉分野に従事している職員(保健師、看護師、管理栄養士、福祉職など)
○実施期間 :3ケ月(平成25年4月 10日～平成24年 7月 19日 )
O目 的 :地域保健福祉に関連する業務において、実践活動の質的向上を図るために必要な知識・技術を習得することを目的とする

公衆衛生看護管理者研修 (実務管理)

○対象 :

(1)保健師の免許を有し、保健師として地方公共団体等に勤務し、管理的立場 (実務リーダー)にある方
(2)前記に掲げる方と同等以上の学識及び経験を有すると院長が認めた方
O実施期間 :前期 平成25年 5月 20日 ～平成25年5月 28日 7日間

後期 平成26年 1月 15日 ～平成26年 1月 17日 3日間  計10日間
O目 的:公衆衛生看護活動の管理者として、期待される役割ゃ機能を総合的に判断でき、実務業務へ応用することができる知識
と能力の習得を目的とする

公衆衛生看護管理者研修 (人材管理 )

O対象 :都道府県・保健所設置市・特別区の人材育成・保健師総括部門あるいは管理的立場の保健師
O実施期間 :平成25年 11月 12日 ～平成25年 11月 15日 随時 :遠隔教育 (35時間)計 集合研修4日間十遠隔教育
0目 的 :次世代の人材育成を施策的に実行していく公衆衛生看護管理者の役割を認識し、そのために必要な知識、技術の習得を
目的とする

国立保健医療科学院ホームページ httDノ /Wヽ V、v“口hgo b′ entance′ h,5andex html

平成25年度 保健師人材宣事関連予算(案 )

地域保健従事者現任教育推進事業 平成25年度予算額 (案):50百万円

保健師の人材確保・育成対策を推進するため、地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育
体制を構築する。

(1)地域保健従事者の現任教育体制の構築
【補助先 :都道府県、指定都市  補助率 11/2】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価に係る検討会等開催経費
・卒後臨地研修を企画・調整する会議のための開催経費
・教育の中核となる保健所等以外の保健所等の研修体制の把握・評価・助言等を行うための旅費
・国立保健医療科学院が行う研修に参カロする際の旅費及び職員代替経費
(2)中核市等における人材育成ガイドラインの作成及び評価事業
【補助先 :保健所設置市 (指定都市を除く)、 特別区 補助率 :1/2】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価のための検討会等開催経費
(3)保健所保健師等育成支援事業
【補助先 :都道府県  補助率 :1/2】
・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成トレーナーとなつて同行し助言等を行うための雇上経費 (謝金)等
,教育の中核となる保健所等が実施する研修に保健所保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費
(4)市町村新任保健師等育成支援事業
【補助先 :保健所設置市、特別区、市町村  補助率 11/2】
.新任保健師が行う家庭訪間等に退職保健師などが育成トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費 (謝金)等
,都道府県が実施する研修に市町村保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費

保健師管理者能力育成研修事業 平成25年度予算額 (案):9百万円

市町村の管理的立場にある保健師を対象に、人材及び業務の管理に必要な能力を向上させるため、全国をプロック別に区分し研修事
業を実施する。【本省費】
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全国健康関係主管課長会議

健康局 総務課

指導調査室

指導調査室                                    |

1    公衆衛生関係行政事務指導監査について    1    1

平成25年度においては、各制度ごとに次の事項を重点事項として実施する
こととしている。

O原 子爆弾被爆者に対する援護に関する法律関係
・ 被爆者健康手帳の審査・交付状況
・ 健康診断の実施状況
'原爆症認定申請の事務処理状況
・ 各種手当の認定、支給事務処理状況

〇 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律関係(結核に係る
施行事務に限る)
・ 健康診断の実施状況
・ 医師及び病院管理者が行う届出状況
・ 家庭訪間等指導の実施状況
・ 就業制限の実施状況
・ 入院勧告の実施状況
・ 結核医療費の公費負担事務処理状況
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○ 特定疾患治療研究事業関係
・ 特定疾患対策協議会の運営状況
・ 特定疾患医療受給者証及び特定疾患登録者証の審査、交付状況
。公費負担事務処理状況
・ 連名簿及び診療報酬明細書の写し等を活用した事業評価への取組状況
。難病患者認定適正化事業の実施状況

また、平成24年度の指導監査においても、過去に是正改善を図るよう指摘
した事項について、不十分な事例が散見されるので、改めて指摘の趣旨をご
理解いただき、改善に向けて一層のご尽力をお願いしたい。

※「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律Jに係る事務指導監査についても、

本指導監査と併せて実施する予定。

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金

目 的 :地域住民の健康増進及び疾病の予防、治療を行い、もつて公衆衛生の向上に寄与するため、都道府県等が設置
する感染症指定医療機関、エイズ治療拠点病院、難病医療拠点・協力病院及び精神科病院等の整備促進を図る。

【―般会計】

(1)保健衛生施設等施般整備費補助金 883百万円 (  883百万円 )

・原建医療施設         ・結核患者収容モデル病室   ・認知症治瞭病棟       ・原燭被爆者保健福祉施設
・感染症指定医療機関      ・精神保健福祉センター   ・放射椒影響研究所施設    ・感染症外来協力医療機関
・精神科デイ・ケア施設     ・農村検診センター      ・多剤耐性結核専門医療機関  ・エイス・治療個室等の施設
・医薬分業推進支援センター   ・精神科救急医療センター   ・HW検査・相談室      ・食肉衛生検査所
・精神科病院          ・小児がん拠点病院     ・難病相饉・支援センター   ・結核研究所
・新型インフ鷹ンザ患者入院医療機関

(2)保健衛生施設等聖五整備費補助全 1,560百万円  (1.600百 万円)

・原爆医療施設
・結核研究所
・医薬分業推進支援センター
・精神科救急車
・市場衛生検査所
.マ ンモグラフイ検診実施機関
.組織バンク

・眼球あつせん機関
・精神保健福祉センター
・精神科デイ・ケア施設
・エイス・治癬個室等の施設
・精神科救急情報センター
・さい帯血バンク
・食品衛生検査施設

・認知症治療病棟
・原爆被爆者健康管理施設
・地方中核がん診療施設等
・と畜場
・難病医療拠点・協力病院
・新型インフド ・ヽ愚者入院医療機関
・
」 ヒ J生 直 」 置 」 旦 ]ユ 眉 E國 」 壼

`l

・原爆被爆者保健福祉施設
・感染症指定医療機関
・食肉衛生検査所
・HlV検査・相談室
・精神科病院
・感染症外来協力医療機関

※下線は平成24年 1:月 に追加したメニュー

※ 平成25年度整備計画については、内示後に事業の延期・中止等の事態を生じさせることがないよう、管内の事業者等に対しても
適切な指導をお願いする。

【東日本大震災復興特別会計(復興庁―括計上)】

(1)保健衛生施設等設備整備費補助金

(2)保健衛生施設等設備災害復旧費補助金

(3)保健衛生施設等災害復旧費補助金

65百万円  (
54百万円  (
590百万円  (

414百万円)

0百万円)

0百万円)
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全国健康関係主管課長会議

健康局 総務課

原子爆弾被爆者援護対策室

原子爆弾被爆煮に対する援護の仕組み

原子爆弾被爆者に対する援護として、被爆者が受けた放射能による健康被害という、他の戦争犠牲者には見

られない「特男1の犠牲」に着目し、国の責任において、医療の給付、各種手当の支給等、

福祉施策を講じている。

下のいずれ力ヽこ該当する者であつて「被爆者健康手帳」の交付を受けた者 【手帳保持者 約21.1万人】
(平成23年度末 )

①原爆投下の際「被爆地域J(広島市 長崎市の区域・隣接地域)に在った者
②入市被爆者(原爆投下後2週間以内に爆心地付近(約2km)に入市した者)
③救護被爆者(放射能の影響を受けるような事情の下にあつた者)など

認定を受けた者には医療特別手当 (月額 136,480円 )を支給 【支綸対象者 約8,100人】
※手当額は平成24年4月以降の額。平成25年 10月以降は月額135,540円。 (平成23年度末)

被爆者の疾病についての原爆放射線に起因し、②現に医療を要する状態にあるかを認定
:原子爆弾被爆者医療分科会にて専Fl的な観点から客観的に審査し、厚生労働大臣が認定
「厚生労働大臣は、原爆症認定を行うに当たつては、政令で定める審議会(*)の意見を聴かなければならない。」(被爆者援護法第11条第2項 )

援 護 措 置  【1,481億円 (平成25年度予算(案 ))】
1 医療の給付(医療費の無料化)【  436億円】
2各種手当の支給       【 936億円】

｀

健康管理手当 (月額:33.570円 )【支給対象者 約179万人(平成23年度末)】 (被爆者の85%が受給)
医療特別手当 (月額:136,480円 )【支給対象者 約8,100人 (前出)】     など
※手当額は平成24年4月以降の額。平成25年 10月以降は健康管理手当 (月額:33,330円)医療特男1手当(月額:135,540円 )
3健康診断の実施 (年2回 )
4福祉事業の実施 (居宅生活支援、原爆養護ホーム事業など)
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原爆関1系の援護施策の概要

(平成25年度予算 (案):約1.481億 円)

原爆投下当 8吉の広島市 。長崎市の区域及びそれに隣接する政令で定める区域内にいた者等

拿 員

贄瞑月の支綸 `営 EttP

区燎保険の自己負担分を□費て植疇

(ごく例外を除き、すべての瞑痛)

介饉暉曖の医壼素サービスの 1口員

迫分も自■で縮項

201.000日 (貶 44■ω

暉嬌の影0によう死 _‐でないこと
が朝らかなl●●は不支

“

【代熙例〕

0 日lr●IE_当
一定の候5にかかっていう者
広島●I I●●長 椰コ耐IR知事がそれぞtlの
「●●含Jの意見を暉いたうえで諄定
α颯の影りによるもので襲 こヽとが嘔う0な場合
は不支鮨

原爆症の認定件数について

・平成20年 4月 以降、25年 1月までで、合計10,355件を認定

広島市長・長崎市長・都道府県知事が認定して「被爆者健康手帳」を交付

全  員 全 員 全 員

籟颯放ll欅が日国で姜

`に
かかってぃる者

厚生労置大臣が日の「口蚕壼」の意見をl●いF_上で
澤定

………――――… 手当の支鮨

0 電●管理手当
月輌 33 670円 (貶 44,E)

認定件数
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ご
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原爆症認定制度の在り方に関する検討会について

原爆症認定制度の在り方に関する検討会
中間とりまとめ (概要)    平成24年6月

原爆症認定制度については、平成21年 12月 に成立した「原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題
の解決のための基金に対する補助に関する法律」の附則において、原爆症認定制度の在り方につい
て検討する旨が規定され、平成22年 8月に、内閣総理大臣から原爆症認定制度の見直しの検討を進
めることが表明されたところである。
これをPHkまえ、原爆症認定制度の在り方について検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講
ずることとするため、厚生労働大臣の主催により、学識経験者及び関係団体等の有識者からなる「原
爆症認定制度の在り方に関する検討会」を開催する。

※平成22年 12月 からこれまでに計19回開催。

・荒井 史男 弁護士
・石  弘光  ―橋大学名誉教授
・草間 朋子  東京医療保健大学副学長長
・佐々木 敦朗  広島市副市長
・潮谷 義子  日本社会事業大学理事長
・神野 直彦(座長)東 京大学名誉教授
・高橋 滋   ―橋大学副学長

株式会社日本総合研究所理事長
日本原水爆被害者団体協議会事務局長
日本原水爆被害者団体協議会代表委員
(財 )放射線影響研究所元理事長
長崎市副市長
神奈川県立保健福祉大学名誉教授

・高橋 進
・口中 熙巳
・坪井 直
・長瀧 重信
・三藤 義文
・山崎 泰彦

平成22年12月に設置された『原爆症認定制度の在り方に関する検討会』はも r知る』『考える』 r作る』
と段階を区切り議論してきた。このたび.『作る』段階のスロとして、13回にわたる検討金の議論をまとめ.
おおむねの方向性を示し。認識共有を回るため.『中間とりまとめJを策定。

【おおむね認識の共有が図られている事
項】
・被爆者に寄り添うという視点とともに、国
民に説明し、理解を得ることができる制度
とする必要
・ より良い制度とするため、必要に応じて、
被健者llE誌法存古Tすべ書 など

より良い制度を目指すという方向は一致
^

今後、まず制度の不備をなくし、現行制度を
より良いものにすることを基本に議論する。

被爆者援護法第10条・第11条に基づく
原爆症認定の制度は破綻しているという意
見があることにも留意。

【おおむね認識の共有が図られている事
項】
・ 司法判断と行政認定の乖離をどう埋
めていくか考える必要
・ 健康被害の原因が放射線なのか加
齢なのかの切り分けができなくなってい
る現状を考慮すべき
。疾病によつて、医療の必要性は様々
で、治癒する疾病も多い など

【様々な意見がある事項】
・司法と行政判断の乖離の埋め方
・放射線起因性のとらえ方

【おおむね認識の共有が図られている
事項】
・ 被爆者援護施策全体のパランスを
考える必要
・ 医療特別手当の額は高額であり、給
付の必要がある状況が、どのようなも
のか考える必要
・ 被爆者援護の財源についても、国民
の理解が得られるように努めることが
必要

【様々な意見がある事項】
・手当の給付対象の範囲・基準
・手当額の設定・支給方法
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原 爆 諸 手 当 一 覧

手 当 の 種 類 平成25年度支給単価 支 給 要 件

医療特別手当
月

輌 ‖皇1よ%)円
原子爆■の放射能が原因で病気やけがの状態にあるという厚生労働大臣の認定を受けた人で、
まだその病気やけがの治っていない人

特別手当
月

額 瀾1品)円
原子爆弾の放射能が原因で病気やけがの状態にあるという厚生労働大臣の認定を受けた人で、
現在はその病気やけがが治つた人

原子爆弾小顕症手当
月

頷 総,標乳)円 原子畑弾の放射能が原因で小頭症の状態にある人

健康管理手当
月

額 訥.鶏)円
高血圧性心疾患等の循環器機能障害のほか、運動器機能障害、視機能障害 (自内障)、 造血機能障害、肝
臓機能障害、内分泌腺機能障害等 11障害のいずれかを伴う病気にかかつている人

保健手当

月

輌 lllttb 円2 km以内で直接被
爆した人と当時そ
の人の胎児だった
人

月
額 臓.留1)円

身障手帳 1級から3級程度の身体障害、ケロイドのある人又は70歳以上の身寄りの
ない単身居宅生活者

介護手当
月

額

重

度

104.290   円

以内

精神上又は身体上の障害のために費用を支出して身のまわりの世話をする人を雇つた場合

中

度

60,520 円

以内

(重度 :身障手帳 1組及び2級の一部程度、中度 身障手帳2級の一部及び 3級程度)

塚族介護手当
月
額 品ザ1)円

重度の障害のある人で、費用を出さずに身のまわりの世話をうけている場合 (身障手帳 1級及び2級の一
部程度)

葬祭料 201.000  円 原爆の影響の関連により死亡した被爆者の葬祭を行う人に支給

※支給単価の括弧内の額は、平成25年 10月以降の単価。平成25年 10月 の改定は、これまで年金と運動して採られてきた手当額の特例水準を計画的に解消するもの
(平成25年度から平成27年度の3年間で段階的に解消予定).
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課結

健康局

核感染症

予防接種法の一部を改正する法律案の概要

〇 先進諸国と比べて公的に接種するワクチンの種類が少ない、いわゆるワクチン・ギャップの問題の解消や、予防接種
施策を総合的かつ継続的に評価・検討する仕組みの構築等のため、予防接種制度について幅広い見直しを行う必要がある。

O予 防接種施策の総合的な推進を図るため、平成24年 5月 に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会で取りまとめた
「予防接種制度の見直しについて(第二次提言)」を踏まえ、定期接種の対象疾病の追加等所要の措置を講ずるもの。

平 成 25年 4月 1日 (一部の経過措置規定は公布の日)
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平成25年度における年少扶養捜除等の見直しによる
地方財政の追加増収分等の取扱い等について

平成22年度税制改正による所得税・住民税の年少扶姜控除

の廃止及び特定扶養控除の縮滅 (以下「年少扶養控除の廃止

等」という。)によって平成25年度において新たに生じる地方増

収分並びに平成24年度において特定疾患治療研究事業の超

過負担に暫定的に充当した年少扶養控除の廃止等による地方

増収分の取扱い等については、以下のとおりとする。

(1)特定疾患治療研究事業については、平成26年度予算に
おいて超過負担の解消を実現すべく、法制化その他必要な

措置について調整を進めること。

(2)平成25年度予算における特定疾患治療研究事業の国庫
補助金については、当該事業の国費不足額が平成24年度

予算における国費不足額を下回るよう、所要額を計上するこ

と。

(3)(1)及び(2)の措置を前提として、平成24年度において特

定疾患治療研究事業の超過負担に暫定的に充当した年少

扶養控除の廃止等による地方増収分 (269億 円 )を、(4)・

(5)に掲げる国庫補助事業の一般財源化の財源として活用

すること。

(4)子宮頸がん等ワクチン機種緊急促進基金を活用した国
庫補助事業を、以下を前提として、一般財源化すること

(522億円)。

① 子宮菫がん予防、ヒブ、小児用肺炎球薗のワクチンに

ついては、平成25年度から予防接種法に基づく定期接種

とすることとし、そのための予防接種法改正法案を次期

輌量□会に提出すスこル。

② また、これらの措置と併せ、既存の予防接種法に基づく
定期機種 (「類疾病分)に係る公費負担の範囲を、子宮

頸がん等ワクチン接種緊急促進基金を活用した国庫補

助事業と同様の範囲に見直すべく、法令改正その他必要

な措置を講じるものとすること。

(5)妊婦健康診査支援基金を活用した国庫補助事業を一
般財源化すること(364億円)。

平成25年 1月 27日

総  務  大

財  務  大

厚 生 労 働 大

臣

　

臣

　

臣

二類疾病に係る地方交付税の手当は現行と同様。※ 二類疾病に係る地方交付税の手当は現行と同様。

(注 1)【―類療病】:ジフテリア、百日せき、麻しん、結核など 【二類疾病】インフルエンザ(高齢者のみ)
(注2)今般の予防機種法改正において、「―類疾病」→「A類疾病」、「二類疾病」→「B類疾痛」と名称を費更することを予定
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3ワクチンを定期接種化した場合の接種対象者 `方法の概要 (案)整 撃鑑諄

子富頸が
ん予防ワ
クチン

小 6～高 1相
当の女子

組換え沈降 2
価ヒトパピ
ローマウイル
ス様粒子ワク
チン

2回目:1回目の機種から1
月～ 2月半
3回日:1回目の機種から5
～12月

内肉
射
筋
注

0 5ml 3回

中1の間
2回日 :1回目
の接覆から1月
3回目 :1回目
の接種から6月

2つのワクチンの互換性に
関する安全性・有効性等の
データが存在しないため、
,同〒のワクチンを3回続け
て接種すること

組換え沈降4
価ヒトパピ
□―マウイル
ス様粒子ワク
チン

2回日 :1回目の帳種か
ら少なくとも1月以上、
3回目 :2回目の接種から
少なくとも3月以上

中 1の間
2回目 :1回目
の接種から2月
3回目 :1回目
の慟饉から6月

ヒプワク
チン

生後2月以上
生後60月に至
るまで

乾燥ヘモフィ
ルス b型ワク
チン

初回 :27日 (医師が認め
る船 は20日 )～ 56日
inn:初回終確 7月～
13月

下
射
皮
注

0.5ml

初回 3回
追加 1回

初回接種開始
は、 生後 2月
～生後 7月 に
至るまで

開始が生後2月～生後7月に
至るまでの場合

初回 2回
追加 1回

園po~か年後′月に至つた日
の翌日～生後12月に至るま
での場合

1回
開Fn~か気後 12月 に至つた日
の翌日～生後60月に至るま
での場合

小児用肺
炎球困ワ
クチン

生後2月以上
生後60月に至
るまで

沈降7価肺炎
球菌結合型ワ
クチン

初回 :27日以上
追加 :初回の3回目から
60日以上

下
射
皮
注 0.5ml

初 回 」回

(螢 1湧
までに完了)

inDl回 初回接種開始
は、生後2月～
生後 7月に至
るまで

週勁口接用Eは、
生後12月 ～生
後15月 に至る
まで

開始が生後調 ～生後7月に
至るまでの場合

初 回 :2/日以 上
inl:生後12月以降に、
初回の2回日から60日以
上

初回 2回
(堅1』
までに完了 )

追加 1回

開始が生後 7月に至つた日
の翌日～生後 12月 に至る
までの場合

60日 1｀′ト 2回
日賭か
=後
12月 に至つた日

の翌日～生後24月 に至るま
での場合

1回
囲贈か
=後
24月に至つた日

の翌日～生後60月 に至るま
での場合

見直しの概要

予防接種制度上の副反応報告と薬事制度上の副作用等報告を厚生労働省に一元化し、医療機目の報告事務を簡素化。

報告を受けた副反応報告の個別事例について、厚生労働省が (独 )医薬品医療機器総合機構に情報整理及び調査を委託 .

厚生科学審議会が薬事・食品衛生審議会と連携して副反応報告に係る評価を行つた上で、厚生労働省が必要な措置を行う。

医療機関
(調査への協力)

(独)医薬品医療機器総合機構
(PMDA)

(注 )被接種者や保護者等か
らも副反応報告を集める。

⑤調査結果等の通知

厚生労働省
(目立感染症研究所と協力・連携)地方公共団体

薬事・食品衛生審議会

の整理・

の調査を委託
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新たな副反応の報告基準について(案 )
第24回予防接種部会
資料を基に作成

0免 疫の機能に支障を生じさせる重篤な疾病にかかっていたことなどの特別の事情により定期接種の機会を逃したと認められ
る者について、接種可能となつた時から原則2年間、予防接種の機会を確保。

O関 係政省令を平成25年 1月 30日 に公布し、同日施行。

O結 核の定期接種の対象者を、生後6月 に至るまでの間にある者から生後1歳に至るまでの間にある者に拡大。
O生 後5月 に達した時から生後8月 に達するまでの期間を標準的な接種期間に設定。(ただし、地域の実情に応じて変更可能)
O関 係政令を平成25年 2月 1日に公布し、4月 1日施行。

O積 極的勧奨の差し控え(平成17年5月 30日 ～平成22年 3月 31日 )の影響を受けた者として、20歳になるまで日本脳炎の予防
接種を受けることができるとした特例対象者の範囲に、平成フ年4月 2日 ～5月 31日生まれの者を追加。

O来 年度 (平成25年度)18歳になる者に第2期接種の積極的勧奨を行うなど、平成25年度における積極的勧奨の取扱いを決定
(詳細は次頁)。

O関 係政令を平成25年 2月 1日 に公布し、4月 1日施行。

O麻 しん排除のため、5年間の時限措置として平成20年度より実施してきた第3期及び第4期 (中 1及び高3相当)の予防機種
を、当初の予定どおり、今年度をもつて終了。

O麻 しんに関する特定感染症予防指針の改正 (告示)を平成24年 12月 14日に公布し、平成25年4月 1日適用。
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0日本脳炎の定期の予防接種について
●積極的勧奨を実施する期間(標準的な接種年齢)
1期 (2回接種)・…3歳 1翔追加(1回接種)・ …4歳
2期 (1回接種)・¨9歳

・マウス脳由来ワクチンによる■症のADEM(急性散在性脳脊髄炎)の発生を踏まえ、
者のみに接種することとした。

月30日から、積極的勧奨を差し控え、特に希望する

・平成21年 2月に「乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンJが薬事承認されたことから、積極的勧奨の差し控えは平成22年 3月 31日に終了し、ワクチンの供
給状況を踏まえつつ、順次、積極的勧奨を再開している。

※生まれた年度/平成25年度に迎える年齢(歳 )
政令上の接種対象年齢

標準的な機種年齢

目

□

平成17～ 21年度に9歳。
2期の積極的勧奨を中止

平成17年度に4歳。
¨
奨を中止

平成17～ 21年度に3歳。       通常のスケジュールで実施
1期・1期追加の積極的勧奨を中止

平成22年度～:3歳児の積極的勧奨を 再開
(通常の機種スケジュールで実施)

平成24産 :8歳、9歳 (1期 )、
10に (1期追加)機種の積極的働奨

・13畿 H卜 20歳未満の間に希望した場合には、2期機種を実施できる
(平成フ年6月 1日生～19年 4月 1日生のみ)

【政令改正】
・20歳まで接種可能とする者に、平成7年4月 2日～5月 31日生まれの者を追加。
【積極的勧奨の実施】
・ユ期接種の積極的勧奨 →
・1期追加接種の積極的勧奨
・2期機種の積極的勧奨
→ Aの 18歳 (H7生 )

BOり 76モ (H18JL)、 8″L(H■ 7生L)

→ Bの9歳 (H15生 )、 lo歳 (H16生 )

→ Bのうち積極的勧奨の差し控え期間中に1期・1期追加の接種を完了した者(ただし市町村
が実施可能な範囲で実施)

・平成28年度から、積極的勧奨再BH後の9歳
児の2期機種の勧奨を予定

新型インフルエンザ等対策本部
本部長 : 内閣総理大臣
副本部長 : 官房長官、厚生労働大臣、

その他の大臣¨ 囀 I動醒 Eと秒 る場0
構成員 :他 のすべての国務大臣
く主な任務>

○ 発生状況に応じた「基本的対処方針」を決定する等、
対策を総合的かつ強力に推進。

主 宰 : 内閣総理大臣
構成員 : 全目僚

く主な任務>

0「政府行動計画」に基づき、政府一体となつて対策を推進。

新型インフルエンザ等対策有識者会議
新型インフルエンザ等対策有識者会議の開催について(平成24年 3月 3日間僚会議決定)

○ 委員 :医学、公衆衛生、法律・経済専門家、経済界、
労働界、地方公共団体、マスコミ等
※ 内閣総理大臣が指名

く主な任務>

0内 閣総理大臣からの求めに応じ、「政府行動計画案」
の作成の基本的考え方等を取りまとめる。

医療・公衆衛生に
目する分料金

委員:「有識者会議」の委員の中
から、内閣総理大臣力く指名

社会機能に関する分

科会

委員 :「有識者会議」の委員の中
から、内閣総理大臣が指名

基本的対処方針等諮問委員会

縄晶彗現癖轟騒皐乱島婆島
か洩内閣総〒大臣が協

く主な任務>

0内 閣総理大臣からの求めに応じ、「基本的対処方針」
の作成の基本的考え方等を取りまとめる。
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政令、行動計画の内容等に関する検討

新型インフルエンザ等対策有識者会議中間とりまとめ (概要)

① 新型インフルエンザ等対策の基本的な考え方

・ 対策の主たる目的は、感染拡大を可能な限り抑制し、息者数等が医療提供のキャパシティを超えないようにすることで、「国
民の生命及び健康を保護すること」、「国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにすること」。

・ 対策の実施に当たっては、2009年の新型インフルエンザ発生時の経験等を踏まえる必要がある。

・ 特措法は万―の場合の危機管理制度であり、さまざまな措置ができるよう設計されているが、どのような場合でも緊急事態措
置を講じるというものではないことに留意が必要。

・ 発生当初などの病原性・感染力等に関する情報が限られている場合には、過去の知見等も踏まえ最も被害の大きい場合を
想定し、強力な対策を実施。更なる情報が得られ次第、適切な対策へと切り替える。
また、事態によつては、地域の実情等に応じて、都道府県や各省等が政府対策本部と協議の上、柔軟に対策を請じることが
できるようにし、医療機関も含めた現場が動きやすくなる工夫が必要。

・ 被害想定については、現時点の科学的知見や過去のパンデミックインフルエンザのデータを踏まえたシナリオの例である。推
計に当たつては、医療等の介入の影響等を考慮していないことに留意が必要。被害想定は、現行行動計画の数値 (罹患率25%
/致死率中等度053%、 重度2.0%)を 使用するが、引き続き最新の科学的知見の収集に努め、必要に応じて見直しを行うこと
が求められる。

② 指定公共機関の指定(政令) ③ 国民への情報提供(行動計画)

政令で指定される指定公共機関は、一定の基準を満たす
以下のものが適当。

電気通信事業者、電気事業者、ガス事業者、鉄道事業
者、航空事業者、貨物自動車運送事業者、船舶運航事業

者、日本放送協会、日本赤十字社、国立病院機構、医療

関係者団体、医薬品等製造販売業者等、日本銀行、日本
郵便。

・ 平時において予防等に関する必要な情報の周知を図るこ
とが必要。発生時においては、新型インフルエンザ等対策
に必要な情報を発信するほか、誤つた情報を迅速に打ち消
すことが重要。政府における情報提供の体制整備が必要。
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IF   l 111:二 1101医療体制0華凛(行動計画:政令)I TT 11  1:  ● 1
[海外発生期から地域発生早期における医療体制について 一行動計画]
・ 都道府県等は、帰国者・接触者外来を概ね人口10万人に1か所程度設置。

[地域感染期以降における医療体制について一 行動計画]
・ 原則として、一般の医療機関において新型インフルエンザ等の患者の診療を実施。
・ 地域において病診連携・病病連携を構築。
・ これらの対応でも医療機関が不足する場合、都道府県は臨時の医療施設を設置して医療を提供。

[医療関係者への要請・指示・補償―政令]
・ 都道府県知事による通常の協力依頼のみでは医療等の確保ができないような場合に、特措法に基づく要請又は指示を行い、
医療等を確保。
・ 災害救助法など類似の法令を参考として、特措法に基づく要請又は指示の対象となる医療関係者及び補償基準等を政令で
規定。

[抗インフルエンザウイルス薬の備書―行動計画]
・ 国民の45%に相当する量を目標として、抗インフルエンザウイルス薬を計画的かつ安定的に備蓄。
・ インフルエンザウイルス株によっては、現在、備蓄に占める割合が高いタミフルに耐性を示す場合もあることから、抗インフル
エンザウイルス薬耐性株の検出状況等を踏まえ、今後、他の薬剤の備書割合を増やすことを検討。

以下の要件を満たす場合。
・ 重症症例 (肺炎、多臓器不全、脳症など)が通常のインフルエンザと比較し、相当多〈みられる場合。
・ 報告された患者等が誰から感染したか不明な場合又は報告された患者等が誰から感染したかは判明しているが、感染の更
なる拡大の可能性が否定できないと判断された場合。
・ なお、これらの要件に合致するかどうかは、発生時に、政府対策本部長が基本的対処方針等諮問委員会の意見を聴取。

・ 施設の特性に応して、グループ分けして対応 (これまでの研究により感染リスクが高い施設等 (区分 1)、 社会生活を維持する
上で必要な施設 (区分 2)、 それ以外の施設 (区分3))。

区分1:学校・保育所等は法第45条に基づき使用制限も含めた対応を行う。
区分2:生活に必要な食料品店、職場等は特措法第45条に基づく使用制限の対象施設としないが、同法第24条第9項に基
づく一般的な任意の協力要請により、感染拡大防止の措置を促す。

区分3:その他の商業施設等については、特措法第45条の対象施設とするが、その際面積基準 (1,000ボ超)を設ける(特に
必要な場合には、発生時に、施設のカテゴリーごとに面積基準を外せるようにする。)。    '

・ 柔軟な対応もとれるよう、施設の使用制限等のほか、以下の措置を法第45条に基づく政令で定めることとする。
・ 入場数制限など利用者が互いに接触・接近しないようにするために必要な措置の実施  ‐
・ 発熱などの症状がある人の入場禁止
・ 消毒液や手洗いの場所の設置による手指消毒の徹底 ・ 咳エチケットの徹底
・ 施設等利用者力ぐ発熱などの感染が疑われる症状を示した場合、消毒・清掃等の必要な感染予防策を講じることができる
体制構築  など

[特定接種の登録対象、機種率、対象者 (行動計画 )1
(注 )特措法におけるワクチン接種
「特定接種J,医療や国民経済の維持のために、発生後に登録事業者に国民より先に接種を開始       ヽ
「住民接積」:全国民を対象に接種

・ 対象業種

医療、指定公共機関を中心に整理 。幅療機関、薬局、介鐘福祉事業所、中央銀行.医薬品製造御 .医療機器製造御 、電気、ガス、島諜 者、報道事
業者、バス、海運、空港管理、電気通信、郵便、銀行、石油元売り、熱供給、金融ll券決済事業者を予定。保険、食料品等製造 販ヽ売 流ヽ通、倉庫、感染性廃棄物
処理、対策に従事する公務員等については今後検討)

・ 登録事業者については、接種体制の整備(産業医の配置等)、 事業継続計画の策定を求める。対象となる従事者の基準は、
政府行動I・I画作成までに、今後、具体的に検討。
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‖   三      二二:⑦ 予所悽種ァ特定法種(行動計画) ,~ ~~      1 1
.発生状況やワクチンの製造・製剤化のスピード、国民の住民接種の緊急性等を考慮すると、発生時に基本的対処方針諮問
委員会の意見を聴いて政府対策本部が最終決定する特定接種のワクチンの総数を基に、総枠調整を行うことが適当。

'初回の登録の際は、暫定的に特定接種の一定の総枠を想定して、総枠調整率を設定したうえで登録することとする。(総枠
調整率等は、適宣、見直し(3年に1度程度))。

[住民に対する予防機種―行動計画]

,住民に対する予防接種の機種順位については、未発生期に、基本的考え方を整理。接種順位については、重症化・死亡を
可能な限り抑えることに重点を置いた考え方、我が国の将来を守ることに重点を置いた考え方などがある。順位を決定する際
には、基本的対処方針等諮問委員会に諮つた上で、政府対策本部で決定。

,接種体制としては、原則として集団的接種を行う。医療従事者については地域医師会等の協力を得て確保を図る。機種会場
については保健所・保健センター・学校などの公的施設の活用、医療機関への委託により確保する。

[ワクチンー行動計画]

.細胞培養法等の新しいワクチン製造法等の研究・開発を促進し、生産ラインの整備を推進。
,プレバンデミックワクテンの備蓄を引き続き行うとともに、有効性 ,安全性についての臨床研究を推進。研究の対象者につい
ては、医療従事者等とする他、指定公共機関等で国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務に従事する者等とすること
を検討。

‖      ③その他   :¬
・
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リレンザ 的300万人分僣書状況
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【平成24年度まで】 【平成25年度から】

※ 感染症法施行規則の改正により対応

0先般、中国で2009年頃より発生が報告され、2011年に初めて原因ウイルスが特定された新しいダニ媒介性疾患「重症熱性
血小板減少症候群(Severe Fever with ThrOmbOcytopenb Syndrome:SFTS)」の症例が国内(山口県)で初めて確認された。
Oこれを受け、1月 30日 、医療機関に対し、同様の症状の患者を診察した際は情報提供を行うよう、協力要請を行つた。
Oこれまでに、数例(いずれも昨年以前に死亡)が確認されたところ。

O「重症熱性血小板減少症候群に関するo&A」を作成、HP等に公表し、疾患の特徴や予防方法等を広く国民に対して周知。
Os「 Fsを感染症法上の四類感染症に指定する政令改正を実施(2月 22日公布、3月 4日 施行)。
※ 四類感染症…・人から人への感染はほとんどない力く、動物等を介して人に感染するため、都道府県知事により動物や物件の消毒、廃棄などの措置が可能。また、患者を診
察した医師は、直ちに保撻所へ届け出なければならない。

03月末を目途に、地方衛生研究所においてもSFTS診断のための検査を実施できるよう、準備を進めている。
O弓 |き続き、過去の症例の掘り起こし調査も進めるとともに、発生地域での疫学調査やダニの分布調査等の調査・研究を実施
予定。

0確認された症例はいずれも感染が疑われる期間の海外渡航歴がなく、中国で確認されているウイルスとは型が異なることか
ら、中国から最近伝播した可能性は低く、元々国内にいるウイルスに感染したと考えられる。

O感 染源となるマダニは日本各地の森林や草地等に生息するものであり、家庭内に生息するダニとは種類が異なる。
Oマダニは春から秋にかけ活動期を迎えるため、この時期に注意が必要。
なお、マダニ類が媒介する感染症には他にツツガムシ病や日本紅斑熱がある。

O感 染予防のためには、野外でマダニに咬まれないよう、長袖・長ズボン等を着用し、肌の露出を少なくすることが大切。
※ 有効な抗ウイルス薬やワクチンは今のところ確認されていない。
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0日標

平成27年度までに麻しんの排除を達成し、世界保健機関による麻しんの排除の認定を
受け、かつ、その後も麻しんの排除の状態を維持することを目標とする(注 )。

O届出・検査口相談体制の充実

医師による麻しんの届出に当たつては、可能な限り、診断後24時間以内に臨床診断としての届出、
血清壇M抗体検査等の血清抗体価の測定の実施及びウイルス遺伝子検査用の検体の提出を求め、
麻しんではないと判断された場合には届出の変更や取下げを求めることとする。
また、可能な限り、国立感染症研究所等において、遺伝子配列の解析を行う。さらに、都道府県等
は、麻しん対策の会議を設置した上で、地域における施策の進捗状況を評価するものとし、必要に
応じて、関係団体と連携して、麻しんの診断等に関する助言を行うアドバイザー制度の設置を検討す

るものとする。

O第 1期及び第2期の定期接種の接種率目標〔95%以上〕の達成・維持

麻しんの予防接種を2回接種することと、その接種率を95%以上とすること力S重要であることから、
引き続き、文部科学省等と連携し、第1期及び第2期の接種率目標の達成と維持を行う。

(注 )平成24年に世界保健機関西太平洋地域事務局より新たな定義として「適切なサーベイランズ制度の下、土着株による感染が1年以上確認されな
いこと」が示され、また、麻じん排除達成の認定基準として「適切なサーベイランス制度の下、土着株による感染が3年間確認されず、また遺伝子型解析
に よ り 、そ の こ と が 示 唆 され る こ と」が 示 さ れ た 。現 在 、同 機 関 に よ る 排 除 認 定 作 業 が 行 わ れ て い る 。

0第3期及び第4期の定期接種の時限措置の終了と今後の新たな対策
5年間の時限措置の実施により、lo代の年齢層に2回 日の接種機会が与えられ、多くの者が接種を
受けた。その結果、当該年齢層の麻しん発生数の大幅な減少と大規模な集団発生の消失、抗体保有
率の上昇を認めたことから、時限措置を行つた当初の目的はほぼ達成することができたと考えられる。
一定程度の未接種者の存在が課題として残るが、時限措置を延長することで得られる効果が限定的
と予想されることや、海外からの麻しんの輸入例が中心となりつつある現状及び特定の年齢層に限らず
全ての年齢層に感受性者が薄く広く存在することが示唆されていること等を踏まえ、時限措置は当初の
予定どおり平成24年度をもって終了することとする。
今後は、麻しん患者が一例でも発生した場合に、積極的疫学調査の実施や、周囲の感受性者に対し
て予防接種を推奨することも含めた対応を強化する必要がある。

O国際貢献

国際機関と協力し、麻しんの流行国の麻しん対策を推進することは、国際保健水準の向上に貢献する
のみならず、海外で感染し、国内で発症する患者の発生を予防することにも寄与する。
そのため、国は、世界保健機関等と連携しながら、国際的な麻しん対策の取組に積極的に関与する。

O排除認定会議の開催

国は、麻しんが排除・維持状態かを判定し、世界保健機関に報告する排除認定会議を設置する。

O普及啓発の充実

厚生労働省は、文部科学省や報道機関等の関係機関との連携を強化し、国民に対し、麻しんと
その予防に関する適切な情報提供を行うよう努めるものとする。
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「先天性風しん症候群の発生予防等を含む風しん対策の一層の徹底について
(情報提供及び依頼)」 (H25.1.29付け結核感染症課長通知(H25。2.26-部改正))

1風しんの定期予防接種対象者に対し、積極的な接種勧奨を行うこと。

2.妊婦への感染を抑制するため、特に、
① 妊婦の夫、子どもその他の同居家族
② 10代後半から40代の女性 (特に、妊娠希望者又は妊娠する可能性の高い者)
③ 産褥早期の女性
のうち、抗体価が十分であると確認ができた者以外の者に対して、任意での予防接種を受けることにつ
いて検討いただくよう、周知を図ること。

3貴管内の産婦人科医療機関等に対し、妊婦の同居家族への情報提供を行うとともに、妊娠中に風し
んに罹患 (疑いを含む。)した女性に対しては、無用な不安をあおらないよう留意の上、妊婦からの相談
に応じるなどの適切な対応を行うよう、周知を図ること。

4貴管内の小児科医療機関等に対し、次の事項について、周知を図ること。
(1)先天性風しん症候群が感染症法上の全数届出対象疾患であること。
(2)風しん報告数増加地域での妊娠初期検査で風しん抗体陰性又は低抗体価の妊婦から出産した新
生児に対し、先天性風しん症候群を念頭におき注意深い対応を行う必要があること。

1.風しん累積報告数の推移(2009～ 2013年 (第 1～8週))
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2.先天性風しん症候群の年間報告数の推移 (1999年～2012年 )

12

2006年  21Xlフ年  2008年 2009年  2Clltl年  2011年  2012年

※ 2012年の報告数は暫定
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○
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インフルエンザの流行入り:平成24年 12月 10日の週(第50週 )
ウイルスの検出報告状況 :H3N2が大半を占める(平成25年 1月 時点)

▼インフルエンザ予防啓発ポスター

インフルエンザ定点あたり報告数推移グラフ(過去10年 )
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○ 季節性インフルエンザには、A/HlNl亜型 (平成21年に流行した新型インフルエンザと同じもの)、 A/H3N2亜型
(いわゆる香港型)、 B型の3つの型があり、いずれも流行の可能性があります。流行しやすい年齢層は亜型によつ
て多少異なりますが、今年も、全ての年齢の方がインフルエンザに注意する必要があります。

結核対策の推進について

0官 民一体となった取組により、年間の結核患者発生数等は大幅に減少している。
【年間の結核患者発生数】
昭和26年 :約60万人 → 平成23年 :約2万3千人

【結核の死日順位】
昭和25年 :1位 → 平成23年 :25位

0しかし、結核は依然として我が国の主要な感染症であり、世界的に見ても、結核中まん延国との
位置づけ。

0特 に近年、新たな課題がみられており、引き続き、予断を許さない状況。
【近年の新たな目題】
・結核病床や結核を診療できる医師の減少  ・結核に対する認諄の低下等による受診の遅れや診断の遅れ
“抗結核薬に耐性を有する多剤耐性結核の発生 。住所不定者や外国人など結核ハイリスク層の感染
・都市部における若者の感染      ・高齢者の結核再発 等

°
に牌 選甚考糧踊躍瞥隠F防

接種、公費負担医療等の総合的な結核対策について、他の感染症と同様に人権

眠言          覇言鼎里離理閣ョロ雹(DOTS)や健
O結
鰹鞭 霜認薯握雲響 躍薔墨島辞

都道府県において予防計画に反映させる。(結核病床の確保や
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HttL∨-1総合対策の実施状況

1感 染予防対策
○全国的な妊婦のHTLV-1抗体検査と、保健指導の実施体制の整備
○保健所におけるHTLV‐1抗体検査と、相談指導の実施体制の整備 → 特定感染症検査等事業

(補助先)都道府県、政令市、特別区 (補助率)1/2
2相 談支援 (カウンセリング )
OHTLV‐ 1キヤリアやATL・ HAM患者に対する相談体制の整備 (相談窓口登録数:1,410ヶ所(H2461現在))
・相談従事者への研修の実施やマニュアル等の配布
χ期諾″務の構築Ⅲ考 庁の作 時をん 頃 庁壺鍬鵡物 協力じ得な力ち実施

3医 療体制の整備
O検査精度の向上ゃ発症リスクの解明に向け、標準的なHTLV‐ 1ウイルスのPcR検査方法等の研究の推進
OATL治療に係る医療連携体制等の整備、地域の中核的医療機関を中心としたHAMの診療体制に関する情報提供
OATL及びHAMの治療法の開発・研究の推進、診療ガイドラインの策定・普及
4普 及啓発・情報提供
O厚労省のホニムページの充実等、国民への正しい知識の普及
○母子感染予防のため、ポスター、母子健康手帳に挟むリーフレット等を配布
○医療従事者や相談担当者に対して、研修等を通して正しい知識を普及

5研 究開発の推進
○実態把握、病態解明、診断・治療等の研究を総合的・戦略的に推進
OHTLV‐ 1関連疾患研究領域を設け、研究費を大幅に拡充

○配置基準
各都道府県 1か所 2床
*平成1¬年3月 19日健医発第457号厚生省保健医療局長通知「感染症指定医療機関の指定
について」参照

○現状
指定済

未指定

35都道府県
41医療機関 フ9床
*平成24年 4月 1日現在

12県

舌措蒼梶月晰  『爵早な彗響島尾「
療機関

未指定の県においては医師会、医療機関関係者等と
の調整により早期の指定を要請

○補助金の活用
・保健衛生施設等施設・設備整備費補助金 (感染症指定医療機関)
・医療施設運営費等補助金 (感染症指定医療機関運営事業)
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:【研修の目的】
。本研修では 自ゞ治体の感染症対策担当職員に対し助言を行う立場の、臨床疫学や行政についての知識を
有するアドバイザー (自治体の管理職員、臨床医)の養成を目的とする。

【受講対象者】
① 都道府県及び政令指定都市の管理職員(感染症担当課長又はそれに準ずる者)
② 上記①と同じ自治体でリーダーとなり得る感染症担当の臨床医
→①と②のペアが受講対象

【研修内容】
模擬記者会見含むリスクコミュニケーション研修及び感染症対策に係る講義

【開催実績】
・平成23年度:1回   ・平成24年度:1回

0これまで参加した自治体
【都道府県】(16府県)

―類感染症等予防・診断・治療研修事業

神奈川県 香川県

【政令指定都市】(7市 )

さいたま市 北九州市

横浜市

相模原市

新潟市

静岡市

大阪市

エボラ出血熱をはじめとする一類感染症が海外から我が国に持ち込まれた場合、「感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関する法律 (以下「感染症法」という。)」第19条、第38条第2項に基づき、第一種感染
症指定医療機関が中心となつて対応することとなつている。しかし、我が国においては:昭和62年の疑似ラッサ
熱を最後に一類感染症の発生報告はなく、国内における一類感染症の臨床経験者は皆無の状況にある。
本研修は、国内に存在しないこれらの感染症に対する医療研修を海外で行い、国内の感染症医療体制を充
実させることを目的としている。

0特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関に常勤する医師
○将来、第一種感染症指定医療機関の指定に具体的な計画を有する医療機関に常勤する医師
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●狂犬病予防対策
*長い潜伏期の後に発症するとほぼ10o%死亡。
*世界では年間55000人が狂大病で死亡
*日本でも2oo6年に輸入感染症例 2例

狂犬病予防法に基づく犬の予防注射率

年 登録頭数 (前年比)(a) 予防注射頭数(前年比)(b)
21

22※

23

6,880,844 (101%)

6,778,184 (99%)

6,852,235 (101%)

5,112,401 (10096)

4,961,401(100%)

4,985,930 (100%)

(出典)衛生行政報告例
※:東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県、福島県の数値には一I「含まれないところがある。

国内飼育犬の登録・予防注射の徹底、
万が一の侵入に備えた危機管理体制の確立が必要

●獣医師の届出対象感染症について

サル :エボラ出血熱、マールブルグ病、結核、細菌性赤痢
プレーリードッグ  : ペスト
イタチアナグマ、タヌキ、ハクビシン :重症急性呼吸器症候群｀

                  (SARS)

鳥類 :インフルエンザ (H5Nl)、 ウエストナイル熱、
犬  :エ キノコックス症

獣医師より届出を受けた都道府県においては、感染症法に基づき、
*積極的疫学調査の実施
*ねずみ族・昆虫等の駆除等のまん延防止措置
*その他人への感染防止のための所要の措置
が必要
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1.性感染症の予防を支援する環境づくりの推進

○感染症対策特別促進事業(感染症予防体制整備事業)
都道府県等において実施される性感染症に関する講習会や正しい知識を普及させるための
ポスター・リーフレットの作成経費についての補助を行つている。
(補助先)都道府県、政令市、特別区  (補助率)1/2

0電話相談事業
感染症に関する総合的な相談や国民への

適切な情報提供を行うため、新型インフルエ

ンザ、季節性インフルエンザ、性感染症及び
その他の感染症全般に関する電話相談窓ロ

を設置し、相談 =問い合わせに対応している。

O特定感染症予防等啓発普及事業
性感染症の予防及びまん延を図るため、
都道府県等関係機関等への普及啓発を
行つている。

,電‖イ′

'―

ネクトテレビ

輌望i,ここマ,摯峯却
～■切ら■■需 里ヽ ■●I:おも

'三

十

"●
こと

2.検査の奨励と検査機会の提供

○特定感染症検査等事業
性感染症に関する特定感染症予防指針に基づき、保健所において、性感染症検査 (性器クラミ
ジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ、梅毒、淋菌感染症の5疾患)を実
施し、性感染症検査前・後に相談指導をするための補助を行つている。
(補助先)都道府県、政令市、特別区  (補助率)1/2

B型肝炎訴訟の経緯について

○ 平成元年、集団予防接種等の際の注射器の連続使用によりB型肝炎に感染したとして、
B型肝炎患者ら5名が、国を提訴。
→ 平成18年 6月 、最高裁判決により国の損害賠償責任が認められ、国側敗訴。
※ 平成12年一審判決では、国側勝訴。平成16年高裁判決では、国側一部敗訴ハ

○ 平成20年 3月 以降、同様の被害を訴える原告が全国で提訴。

O平 成23年 6月 28日に、与野党から一定の理解を得て、国(厚生労働省)と原告・弁護団
との間で、「基本合意書」を締結。
<基本合意書の内容>
・ 昭和23年～昭和63年の集団予防接種等を7歳になるまでの間に受けてB型肝炎ウイルスに感染した者等が対象
・ 和解金 (給付金)は、病態 (死亡、肝がん、肝硬変、慢性肝炎等)に応じて、50万円～3,600万円

○ 平成23年 7月 29日に、給付金の支給や財源の確保の枠組みを『B型肝炎訴訟の全体解決の枠
組みに関する基本方針」で閣議決定.
く財源確保の内容>
・ 全面解決に係る費用 : 最大約32兆円
・ 当面(5年程度)で必要な費用1 1兆円について、税制上の措置等で確保。

O平 成24年 1月 13日 に、「特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法J施
L
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1.対 象者
(1)対象者は、昭和23年から昭和63年までの集団予防接種等における注射器の連続使用により、7歳になるまでの間にB型肝炎ウイルスに感染し
た者及びその者から母子感染した者(特定B型肝炎ウイルス感染者)
(2)対象者の認定は、裁判上の和解手続等(確定判決、和解、調停)において行う。

2._特定B型肝炎ウイルス感染者を対象とする給付金の支給
(1)特定B型肝炎ウイルス感染者給付金
イ 死亡・肝がん・肝硬変(重度)            3,600万 円
口 肝硬変(軽度)                  2′ 500万円
ハ 慢性B型肝炎(二の者は除く。)           、250万 円
二 除斥期間が経過した慢性B型肝炎
(i)現在、慢性肝炎にり患している者 等 (※1)     300万 円  (xl)現:_tt「炎にり患してし,tヽが、治薇を受けたことのある者
(‖ )過去、慢性肝炎にり患した者のうち、{i)以外の者  150万円
ホ 無症候性持続感染者(への者は除く。)        600万 円
へ 除斥期間が経過した無症候性持続感染者        50万 円
(2)訴訟手当金:弁護士費用、検査費用を支給
(3)追加給付金 :病態が進展した場合、既に支給した(1)の金額との差額を支給
(4)定期検査費等(xa:無症候性持続感染者の慢性肝炎又は肝がんの発症を確認するための検査に係る一部負担金相当等(x3)を支給
(5)特 定 B型 肝 炎 ウ イ ル ス 感 染 者 給 付 金 の 請 求 に は 、5年 間 の 請 求 期 限 を 設 け る 。  (※ a母子嘔豪防止匿薇■、世帝内嘔彙防止医燎■、定期綸壼手当
(6)給 付 金 の 支 給 事 務 は 、社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 が 行 う。           lX O田 子嘔彙防止もしぐま世薔内感染防上のためのE■■の一日負担奎又は

定鶏横査手当

3.費 用
社会保険診療報酬支払基金に給付金の支給に要する費用に充てるための基金を設置し、政府が交付する資金をもつて充てる。

4.財 源 (附則 )
政府は、平成24年度から平成28年度までの各年度において支払基金に対して交付する資金については、平成24年度において必要な財政上及び税
制上の措置を講じて、確保する。

5 見直し規定 (附則)
施行後5年を目途に給付金の請求の状況を勘案し、請求期限及び財源について検討し、必要に応じて所要の措置を講ずる。

平成23年 12月 16日 【施行日】平成24年 1月 13日 (一部の規定については、公布の日から施行)
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